
フィルムプラスチック

9
造粒物



高炉羽口部分

10



プラスチック吹き込み装置

11



新高炉原料化プロセス（ＡＰＲ）

排ガス処理設備

排ｶﾞｽ貯留槽
清浄ｶﾞｽ

1 300℃排ｶ ｽ貯留槽

排水

燃焼炉
1,300℃

溶融

ＨCl ＨCl 排水

微粉砕脱塩素＋脆化
粒ﾌﾟﾗ

Φ20mm溶融・脱塩素

脱塩素 脆化

5~10mm

粗破砕機 微粉砕機新技術の特徴

固体残渣：発生せず固体残渣：発生せず

成品平均粒子径：＜0.4mm ＜0.4mm

12

成品塩素：0.9％以下
高炉



再商品化工程の物質収支

・可燃残渣 熱回収焼却・
燃料代替

蒸発水分
10％

プラﾍﾞｰﾙ
100％

燃料代替
・不燃異物 産廃処理

15％
100％

高炉向け高炉原料
粒

75％

高炉向け
還元剤
75％

13

再商品化 高炉への吹込み入荷



溶銑１ｔ生産に必要な還元剤量(一例）

クス 370
微粉炭

通常操業時

120
コークス 370

微粉炭

5

0

プラスチック 5
プラスチック利用時

コークス 365
微粉炭

120

0 100 200 300 400 500

コ クス 365

0 100 200 300 400 500

原料使用量　ｋｇ／ｔ－溶銑

14
コークスとプラスチック粒の代替率 ＝ １：１



（社）日本鉄鋼連盟 地球温暖化対策自主行動計画

15出典：（社）日本鉄鋼連盟 HPより



温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度

A事業所
客先製品

化石系燃料

A

電気 B

F

G

生産プロセス

D

廃棄物

処理業者業廃棄物焼却炉
E

廃棄物

廃棄物系
原燃料 C

G

I

ボイラー・発電所･
加熱炉等

需要家
電気･熱 H

I

温室効果ガスの種類（二酸化炭素分） 対象となるもの 記載量および欄

ネ ギ

第1種又は第2種指定工場

（省 ネ法）

化石系燃料 A

他人から供給された電気 B
エネルギ

ー起源

二酸化炭素

（省エネ法）

第１表 １ .

他人から供給された電気

他人に供給した電気･熱は控除できる ―H

特定荷主（事業者）

（省エネ法）

製品の出荷に伴う輸送分 F

（省エネ法） 廃棄物の処理委託に伴う輸送分 G

非エネルギー

起源

酸化炭素

CO2換算3000トン以上で

従業員数21名以上

廃棄物系原燃料 C 第２表 ２.

燃料以外の原料から製造に伴い発生する D
第１表 ２

16

二酸化炭素
従業員数 名以 第１表 ２ .

事業所内の廃棄物焼却炉からの排出 E

廃棄物処理事業者におけるCO2排出量 I は 当該廃棄物処理事業者が省エネ法または非エネルギー起源のCO2換算3000ｔ

以上であれば、温対法に基づいて当該廃棄物処理事業者が報告する。



JFEグループの容リプラスチック落札量の推移

150
材料
ガス化

100／
年

ガス化
コークス
高炉

100

千
t
／

高炉

50札
量

　
落

札

0

'00 '01 '02 '03 '04 '05 '06 '07 '08 '09

17
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再商品化による二酸化炭素削減効果

コンパネ2.5倍（木材代替）

ワンウェイパレット（樹脂代替）

ン ネ2.5倍（木材代替）

コンパウンド（樹脂50%代替）

18
プラスチック製容器包装再商品化手法に関する環境負荷等の検討

（財）日本容器包装リサイクル協会 平成19年６月

二酸化炭素削減効果 〔Kg-CO2/容リプラkg 〕



再商品化に伴う環境負荷の経年変化

優先材料
基準の導入

上限価格
の導入

緊急措置
一律に落札可能量

１０％削減

緊急装置
材料リサイクル落札能量を査

定量の77%に調整

130%

59.5%

48 3%
51.5%

56.6%

140% 60%
の導入

４０％
５１％

128%48.3%
130%

率

50%

有
率材料リサイクル占有率 残渣発生量

113%
115%

111%

120%

年
度

変
化 40%

サ
イ

ク
ル

占
有

優先占有率

106%

105% 106%

110%

対
’
0
6
年

30%

材
料

リ
サ

収集量

103%

105% 106%

100% 20%
CO2削減量
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90%

０６ ０７ ０８ ０９
年　　度

10%



0９年度 地域別落札量

39千ｔ九州 優先材料
非優先材料

61％

48千ｔ

23千ｔ

中国

四国

非優先材料
油化
ガス化
高炉

優先材料比率
94％

58％

101千ｔ

48千ｔ

近畿

中国 高炉
コークス

58％

60％

240千ｔ
147千ｔ

関東

中部 65％

32千ｔ東北

関東 33％

76％ 地域別に見ると関東圏、北海道以外は優先材料の割合
が高く 収集量も少な ため 般 札 環境 厳

49千ｔ

0 50 100 150 200 250

北海道 21％

が高く、収集量も少ないため、一般入札の環境は厳しい。

20

0 50 100 150 200 250

09年度落札量　千ｔ



09年度落札価格の分布

140,000

高炉 コークス

100,000

120,000

ガス化 油化

優先材料 非優先材料

80,000

札
量

　
ｔ

60,000落
札

20,000

40,000

0
30,000 35,000 40,000 45,000 50,000 55,000 60,000 65,000 70,000 75,000 80,000 85,000 90,000 95,000

落札価格 円／ベ

21

落札価格 円／ベールｔ



検討会への要望

短期的（09年7月まで）短期的（ 年 月ま ）

材料リサイクル優先枠の具体的数値の設定

各地域における手法アンバランスの緩和（特に西日本）各地域における手法アンバランスの緩和（特に西日本）

材料リサイクル優先枠設定による市場原理の導入

中期的課題中期的課題

再商品化に伴う環境負荷、資源有効利用の
科学的知見に基づいた定量化の実施

リサイクル製品の評価と透明化 (優先価値）

22
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